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はじめに  

東金市立西中学校いじめ防止基本方針は、「いじめ防止対策推進法（平成２５

年９月２８日施行）」及び「千葉県いじめ防止対策推進条例（平成２６年４月１

日施行）」、「千葉県いじめ防止基本方針（平成２９年１１月１５日 最終改定」

の趣旨、基本理念等を踏まえ策定する。  

 

１ いじめの防止 

（１）いじめの定義  

 

   児童生徒等に対して、当該児童生徒等が在籍する学校に在籍している等当該 

 児童生徒等との一定の人的関係にある他の児童生徒等が行う心理的又は物理的 

 な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって、 

 当該行為の対象となった児童生徒等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

 

（２）定義に基づくいじめの判断 

①個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にする

ことなく、いじめられた生徒の立場に立つ。 

②いじめには、多様な態様があることを鑑み、法の対象となるいじめに該当

するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛を感じているもの」との要

件が限定して解釈されることのないように努める。 

③本人がいじめを否定する場合が多々あることを踏まえる。 

④いじめの認知は特定の職員のみに頼ることなく、「本校のいじめ対策委員

会」を活用して行う。 

⑤「一定の人間関係」とは、学校の内外を問わず、当該生徒と何らかの人間

関係を指す事を理解した上で対応する。 

⑥「物理的な影響」とは、身体的な影響の他金品をたかられたり、嫌なこと

を無理やりされたりすることなどを意味することを理解した上で対応す

る。 

けんかやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合

もあるため背景にある事情の調査を行い、生徒の感じる被害性に着目し、

いじめに該当するか否かを判断する。 

⑦インターネット上で悪口を書かれた生徒が、そのことを知らずにいるよう

な場合も、行為の対象となる生徒本人が心身の苦痛を感じるに至っていな

いケースについても、加害行為を行った生徒に対する指導等については法

の趣旨を踏まえた適切な対応をとる。 

⑧具体的ないじめの態様 

・ひやかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間はずれ、集団による無視をされる 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

・金品をたかられる 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 



・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

 

（３）留意点 

   いじめを意図して行った行為ではなく、また継続して行われた行為ではな

くても、その行為によって生徒が心身の苦痛を感じている場合は、いじめと

して認知して適切に対応する。 

 

（４）いじめの理解 

①「いじめは、どの子供にも、どの学校でも起こりうるものである。」 

②「いじめは、多くの生徒が入れ替わりながら被害も加害も経験する。」 

③「『暴力を伴わないいじめ』であっても何度も繰り返されたり多くの者か

ら集中的に行われたりすることで、『暴力を伴ういじめ』に発展したり、

生命又は身体に重大な危険を生じさせたりする。」 

④「学級や部活動等の所属集団の構造上の問題、『観衆』や『傍観者』の存

在にも注意を払い、集団全体にいじめを容認しない雰囲気が形成されるよ

うにする。 

特定の「荒れた学校」や「問題のある学年」に固有のものではなく、ほ

とんどの生徒がいじめの被害者にも加害者にもなりえることが調査データ

によって確認されている事実をしっかりと認識し、「集団全体にいじめを

容認しない雰囲気」を醸成するには、生徒への働きかけに加えて、教職員

の姿勢が大きな影響を与えることをしっかりと認識する。」  

 

（５）いじめ防止に関する基本的な考え方  

いじめはどの子供にも起こりうる、どの子供も被害者にも加害者にもなりう

るということを踏まえ、生徒の尊厳が守られ、生徒をいじめに向かわせないた

めの未然防止に、すべての教職員が共通理解をもって取り組む。 

①いじめ防止の基本 

生徒が、いじめに関する問題を主体的かつ真剣に考えることができる取

り組みを通じて、「いじめは決して許されない」ことの理解を促す。また、

生徒が互いに良好な関係を築くことができる取り組みを通じて、生徒を心

の通う対人関係を構築できる社会性のある大人へと育むとともに、いじめ

の防止のための対策として法教育の視点からの人権問題や、他者をいじめ

ることにより発生する責任などについての具体的な指導を推進する。 

周囲の友人や教職員と信頼できる関係の中、安心・安全に学校生活を送

ることができ、規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できる

ような集団づくりや学校づくりを行う。 

また、生徒指導の三つの機能（「共感的な人間関係」、「自己存在感を

持たせる場面」、「自己決定の場面」）などを重視した授業を展開するこ

とで自己有用感を高める。  

 

②いじめの早期発見 

日常的に生徒の行動の様子を把握したり、定期的なアンケート調査や教育

相談等を実施したりすることで、未然防止に努めたり、いじめの重篤化を防



ぐための整備に努める。 

   ※アンケート調査の実施 

    ・「生活アンケート」は、学期始めに実施。 

※学期始めに教育相談を実施することから、教育相談に係る内容を含

んでいるアンケートである。（毎学期始め） 

    ・「自分の心を表してみよう」アンケートを実施（月１回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ いじめ防止のための措置  

（１）いじめについての共通理解  

① いじめの態様や特質、原因・背景、具体的な指導上の留意点などについ

て、校内研修や職員会議などで周知を図り、平素からすべての教職員の共

通理解を図っていく。 

② 生徒に対して、全校集会や学級活動などで、管理職や学級担任等が日常

的にいじめの問題に触れ、「いじめは人間として絶対に許されない」とい

う雰囲気を学校全体に醸成していく。（いじめを許さない宣言等の活用） 

③ 「いじめゼロ」ポスターなどを掲示して、常日頃から生徒と教職員が、

いじめとは何かについて、具体的な認識を共有する手段とする。  

 

（２）いじめに向かわない態度・能力の育成 

① 道徳教育や人権教育の充実、読書活動・体験活動などの推進を図ること

により、生徒の社会性を育むとともに、幅広い社会体験・生活体験の機会

を設け、他人の気持ちを共感的に理解できる豊かな情操を培い、自他の存

在を等しく認め、お互いに人格を尊重する態度を養う。 

② 「ソーシャルスキル・トレーニング」などの手法を取り入れ、自他の意

見の相違があっても、互いを認め合いながら建設的に調整し、解決してい

ける力や、自分の言動が相手や周りにどのような影響を与えるかを判断し

て行動できる力など、生徒が円滑に他者とコミュニケーションを図る能力

を育成する。  

 

（３）いじめが生まれる背景と指導上の注意 

① いじめ加害の背景には、勉強や人間関係等のストレスが関わっている場

合があることなども踏まえ、授業についていけない焦りや劣等感などが過

度のストレスとならないよう、一人一人を大切にしたわかりやすい授業づ

くりを進める。 

② 学級や学年、部活動等の人間関係について、教職員は的確に把握し、一

人一人が活躍できる集団づくりを進める。 

③ ストレスを感じた場合、運動や読書などで発散したり、誰かに相談した

りするなど、ストレスに適切に対処できる力を育むことも重要である。  

※指導上の注意事項 

・ 教職員の不適切な認識や言動が、生徒を傷つけたり、他の生徒によるい

じめを助長したりすることにならないよう、指導のあり方には、細心の注

意を払う。（例：×「いじめられる側にも問題がある」などの認識や発言

等はあってはならない） 

・ 発達障害等について適切に理解した上で、生徒に対する指導にあたる。  

 

（４）自己有用感や自己肯定感を育む  

① 自己有用感や自己肯定感を育むために、生徒が認められている、満たさ

れているという思いを抱くことができるよう、教育活動全体を通じ生徒が

活躍でき、他者の役に立っていると感じ取ることができる機会を提供する。 

 

 



（５）生徒自らがいじめについて学び、取り組む。  

① 生徒会等による「いじめ撲滅キャンペーンや相談箱の設置」など、生徒

自らがいじめの問題について学び、そうした問題に対し主体的に考え、い

じめの防止を訴えるような取組を推進する。  

※指導上の注意事項  

・熱心さのあまり、教職員主導で生徒が「やらされている」だけの活動に陥

ることのないよう、生徒がその活動の意義をきちんと理解し、主体的に参

加できる活動になっているかどうかをチェックするとともに、教職員は陰

で支える役に徹するよう心がける。 

 

② 下記の具体的な「いじめ」の態様については、生徒が理解できるよう学

ぶ機会を設ける。  

○ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる  

○ 仲間はずれ、集団により無視をされる  

   ○ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。  

○  ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。  

○  金品をたかられる。 

○  金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。  

○  嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりす 

     る。 

○  パソコンや携帯電話で、誹謗中傷や嫌なことをされる  等  

 

 

３ いじめの早期発見  

（１）基本的な考え方 

① いじめの早期発見は、いじめへの迅速かつ適切な対処の前提であり、定

期的なアンケート調査や教育相談等により積極的にいじめの兆候を捉えに

いく取り組みと、いじめを受けている又はいじめを認知した生徒が、速や

かに相談できる体制を学校内外に整備する。 

いじめは、大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざ

け合いを装って行われたりするなど、大人が気づきにくく、判断しにくい

形で行われることが多いことを認識する。 

 

② ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段

階から複数の教職員で関わり、いじめの兆候を軽視したりすることなく、

積極的に認知する。  

※指導上の注意事項  

▼ 日頃から生徒との信頼関係の構築に努め、生徒が示す小さな危険信号を

見逃さないようアンテナを高く保つとともに、教職員相互が積極的に情報

交換を行い、情報を共有する。  

▼ 指導に困難を抱える学級等では、暴力やいじめについては、被害者から

の訴えがなかったり、周りの生徒も教職員も見逃しやすかったりすること

を認知しておく。  

 



（２）早期発見のための措置  

① 定期的なアンケート調査や教育相談の実施等により、いじめの実態把握

に取り組む。  

   ※アンケート調査の実施 

・「生活アンケート」は、学期始めに実施。 

※学期始めに教育相談を実施することから、教育相談に係る内容（い

じめに係る内容を含む）を含んでいるアンケートである。 

（毎学期始め） 

・「自分の心を表してみよう」アンケートを実施（月１回） 

※指導上の注意事項 

▼  アンケートは、記名・無記名どちらでも選択でき、安心していじめを訴

えられるよう工夫し、学期ごとなど節目で生徒の生活や人間関係の状況が

把握できるよう年度当初に適切に計画を立て、面談等に役立てる。 

▼ アンケートや教育相談は、教職員と生徒の信頼関係の上で初めていじめ

の訴えや発見があり得ること、アンケート、面談等の実施後に起きたいじ

めについては、把握しづらいことなどに留意し、日常的にいじめの発見に

努める。 

 

② 日頃からいじめを訴えやすい雰囲気をつくる。 

日頃から、生徒との会話は最後まで話を聞くことや相槌を入れるなど、

生徒が話したくなる雰囲気づくりをし、生徒理解に努める。 

※指導上の注意事項 

▼ 生徒の相談に対し、「大したことではない」「それはいじめではない」

などと悩みを過小評価したり、真摯に対応しなかったりすることは、あっ

てはならない。 

 

③生徒会活動との連携  

        ～生徒会主催のいじめを許さない宣言を通して～ 

 

④ 日常の家庭連絡や保護者会等を活用し、家庭との関係性を充実させ、連

携を図ることは重要である。 

 

⑤ 生徒及びその保護者、教職員が抵抗なくいじめに関して相談できる学校

体制を整備し、適切に機能しているかなど定期的に点検する。  

 

⑥ 学校以外の相談機関や電話相談窓口など、学校・学年だより等を活用し

て周知していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 学校以外の主な相談窓口  

・ＳＮＳ相談（中・高校生）  

「そっと悩みを相談してね ～ＳＮＳ相談＠ちば」 

・２４時間子供ＳＯＳダイヤル 

・千葉県子どもと親のサポートセンター 

・子どもの人権１１０番（千葉法務局内） 

・ヤングテレホン（県警察少年センター） 

・千葉いのちの電話（２４時間） 

・チャイルドライン（16:00～21:00） 

・ライトハウスちば（火～日 10:00～17:00） 

０１２０（０）７８３１０ 

０１２０（４１５）４４６ 

０１２０（００７）１１０ 

０１２０（７８３）４９７ 

０４３（２２７）３９００ 

０１２０（９９）７７７７ 

０４３（４２０）８０６６ 

 

⑦ 休み時間や放課後の雑談の中などで生徒の様子に目を配ったり、生徒と

教職員との間で行われる生活ノート等を活用したりして、交友関係や悩み

を把握する。 

※指導上の注意事項 

▼ アンケートや教育相談、日常の観察等で得たいじめに関する情報は、教

職員全体で共有し、協議しながら対処していく。また、個人情報について

は、対外的な取扱い等について、管理職と協議しながら慎重に進める。  

 
４ いじめへの対処  

（１）基本的な考え方  

いじめを受けた生徒（以下、被害生徒）及び、いじめを受けた生徒（以下、

加害生徒）を助けようとした生徒の生命及び心身を保護することが何よりも

重要であるということを認識し、徹底をする。 

いじめを発見したり、通報を受けたりした場合は、特定の教職員で抱え込

まず、速やかに組織的に対応する。被害生徒を守るとともに、教育的配慮の

もと、毅然とした態度で加害生徒を指導し、再発防止を徹底する。 

その際、謝罪や責任を形式的に問うことに主眼を置くのではなく、加害生

徒の社会性の向上、人格の成長に主眼を置いた指導に努める。 

また、すべての教職員の共通理解のもと、加害生徒の保護者の協力を得て、

市教育委員会や児童相談所、警察など関係機関と連携し対応に当たる。  

 

（２）いじめの発見・通報を受けた場合の対応  

  ① 遊びや悪ふざけでも、いじめと疑われる行為を発見した場合、その場で

その行為を止めさせ、まずは当事者から事情を聞く。 

② 生徒や保護者から「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合、

まずは真摯に傾聴し、ささいな兆候であっても、いじめの疑いがある行為

には、早い段階から的確に関わりを持っていく。 

※指導上の注意事項 

▼ 被害生徒やいじめを知らせてきた生徒の安全を確保する。  

 

 

 

 



③ いじめの発見・通報を受けた教職員は、一人で抱え込まず、「いじめ防

止対策委員会（生徒指導委員会が兼ねる）」に直ちに情報を共有し、その

後は、この組織が中心となり、速やかに関係生徒から事情を聴き取るなど

して、いじめの事実の有無について確認を行う。 

 

    【いじめ防止対策委員会組織図】                 【関係機関】  

 

 ・校長     ・学年主任  

 ・教頭     ・各学年生徒指導担当  

 ・教務主任   ・養護教諭  

 ・生徒指導主事  ・特別支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

・スクールカウンセラー（必要に応じて）  

 

 

 ⇔ 市教育委員会  

 ⇔ 市子育て支援課  

 ⇔ ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞ （ー教育事務所） 

 ⇔ 東上総児童相談所  

 ⇔ 東金警察署  

 

 

④ 事実確認の結果は、管理職が市教育委員会に報告するとともに、被害・

加害生徒の保護者に連絡する。  

 

※指導上の注意事項  

▼ 加害生徒に対して、必要な教育上の指導を行っているのもかかわらず、

十分な効果を上げることが困難な場合で、いじめが犯罪行為として取り扱

われるべきものと認められる場合は、被害生徒を守り通すという観点から、

市教育委員会と協議し、警察署と相談して対処する。  

 

（３）被害生徒及びその保護者への支援  

① 被害生徒から、事実関係の聴取を行う。その際、被害生徒にも責任があ

るという考え方はあってはならず、「あなたが悪いのではない」ことをは

っきりと伝えるなどして、自尊感情を高めるように留意する。  

※指導上の注意事項 

▼ 当該生徒の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分留意して対応す

る。 

 

② 家庭訪問等により、その日のうちに迅速に保護者に事実関係を伝える。

その際、被害生徒や保護者に対して、徹底して守り通すことや秘密を守る

ことを伝え、できる限り不安を取り除くとともに、事態の状況に応じて他

の教職員の協力のもと、被害生徒の見守りを行うなど、安全を確保する。  

※指導上の注意事項  

▼ 被害生徒にとって信頼できる人（親しい友人や教職員、家族、地域の人

等）と連携し、被害生徒に寄り添い支える体制を築くことも有効な手立て

である。  

▼ 被害生徒が、安心して学習やその他の活動に取り組むことができるよう、

必要に応じて加害生徒を別室において指導することとするなど、状況によ

っては、スクールカウンセラー等の外部専門家の協力を得る。 

 

 



③ いじめが解決したと思われる場合でも、継続して十分な注意を払い、折

に触れ必要な支援を行っていくとともに、事実確認のための聴き取りやア

ンケート調査等で判明した情報を適切に提供する。  

 

（４）加害生徒への指導及びその保護者への助言  

① 加害生徒から事実関係の聴取を行い、いじめがあったことが確認された

場合、「いじめ防止対策委員会」を迅速に招集し、組織的にいじめをやめ

させ、その再発を防止する措置をとる。  

※指導上の注意事項  

▼ 事実関係の聴取の際、被害生徒の話の内容を土台として、加害生徒に対

しての聴取を行い、話の内容に食い違いがみられた場合は、周りの生徒等

からの聴取等も行うなど、慎重に取り扱う。  

 

② 加害生徒の保護者に対しては、迅速に連絡し、事実に対する保護者の理

解や納得を得た上で、学校と家庭が連携して以後の対応を適切に行えるよ

う協力を求めるとともに、保護者に対する継続的な助言を行う。 

③ 加害生徒への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命や身体等

を脅かす行為であること理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。  

※指導上の注意事項 

▼ 加害生徒が抱える問題やいじめの背景にも目を向けるとともに、個人情

報の取扱い等、プライバシーには十分留意して以後の対応を行っていくな

ど、当該生徒の安心・安全、健全な人格の発達に配慮する。 

また、状況に応じて、心理的な孤立感・疎外感を与えないよう、一定の

教育的配慮のもと、特別の指導計画による措置等を行う場合もある。  

 

（５）いじめが起きた集団への働きかけ  

① いじめを傍観していた生徒に対しては、自分の問題として捉えさせ、例

え、いじめを止めさせることはできなくとも、誰かに知らせる勇気をもつ

ことが大切であることを指導する。 

② はやしたてるなど同調していた生徒に対しては、それらの行為は、いじ

めに加担する行為と同じであることを理解させる。 

③ 学級など集団全体には、いじめの当該行為について集団全体で話し合う

などして、いじめは絶対に許されない行為であり、根絶しようとする態度

を行き渡らせるようにする。  

 

（６）いじめの解決とは  

加害生徒による被害生徒に対しての謝罪のみで終わるものではなく、両者

をはじめとする他の生徒との関係修復を経て、当事者や周りの者全員を含む

集団が、好ましい集団活動を取り戻し、新たな活動に踏み出すことをもって

判断されるものである。（※「いじめ報告書」を作成し提出その後追跡調査） 

また、一時的な解決で留まることなく追跡調査を行うなど、被害生徒及び

加害生徒の状況や周囲の環境を観察し、最低３カ月の経過を追って、校内い

じめ対策委員会で解決の判断をする。  

 

 



（７）ネット上のいじめへの対応  

① ネット上の不適切な書き込み等については、行為や状況の事実確認をし、

拡散等の被害が最低限度にとどまるよう迅速に対応する。状況に応じて、

市教育委員会と連携し、一層の被害の拡大を避けるため、「プロバイダ責

任制限法」に基づき、情報発信の停止を求めたり、情報を削除するよう求

めたりする。こうした措置を取るにあたり、必要に応じて法務局の協力を

求めたり、生徒の生命、身体等に重大な被害が生じるおそれがある場合は、

警察署に適切に援助を求めたりする。 

② パソコンや携帯電話を利用したいじめなどは、大人の目に触れにくく、

発見しにくいため、適切な利用ができるよう「情報モラル」教育を推進し

ていく。 

③ 学校だよりや家庭教育学級・保護者会等を通して、保護者にもフィルタ

リングの実施等「情報モラル」についての理解を求めていく。 

④ インターネット上のいじめについては、「青少年ネット被害防止対策事

業（ネットパトロール）」等により情報収集を行い、各県立学校、私立学

校、市町村教育委員会等が連携して対応する必要があることを十分に認識

して指導にあたる。 

 

５ 重大事態への対応  

（１）重大事態とは 

① いじめにより、生徒の生命、心身、財産等に重大な被害が生じた疑いが

あると認める時 

・自殺を企図した場合 

・心身に重大な障害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合  

・精神性の疾患を発症した場合 

などのケースであることを十分に認識する。  

 

② いじめにより、生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認める時。 

※相当期間：欠席日数が年間３０日であることを目安とするが、生徒が

一定期間連続して欠席している場合には、目安にもかかわ

らず、迅速に調査に着手することが必要であることを認識

する。  

 

③ 生徒やその保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあ
った時 

※生徒又は保護者からの申立ては、学校が把握していない極めて重要な
情報である可能性があることから、重大事態が発生したものとして、 
迅速に報告・調査等に当たる。 

※指導上の注意事項 
▼ 第一に被害者の安全確保とケアを実施する。  

 

 

 



（２）重大事態の報告、調査等  

① 重大事態が発生した場合、学校のいじめ防止対策委員会がつかんでいる

情報を速やかに市教育委員会に報告し、その後、文書により教育委員会を

通じて、地方公共団体の長まで報告する。指導・助言のもと対応にあたる。 

※報告は法的に義務付けられている。 

 

② 調査主体は、学校または市の（教育委員会）「いじめ調査委員会」とし、

対応する。  

具体例 教育委員会が主体…第三者により構成される組織 

        学校が主体…学校のいじめ防止対策委員会に第三者を加えた組 

              織 

 

③ 調査にあたっては、被害者側に寄り添いながら対応することを第一とす

る。いじめを受けた生徒及びその保護者に、調査の目的や内容、結果の公

表の仕方などについて説明をし、十分に理解を得た上で進める。  

説明事項 ①調査の目的・目標    ②調査の主体  

また、県基本方針を踏まえるとともに、国基本方針改定時に策定された

「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」の内容により適切に実

施する。  

 

④ 一連の対応について、時系列で詳細な記録を残す。  

※指導上の注意事項 

▼ 生徒に質問紙調査を実施する場合は、調査により得られたアンケート

を、いじめを受けた生徒またはその保護者に提供する場合があることか

ら、調査前にその旨を調査対象者となる生徒やその保護者に説明する等

の措置が必要であることに留意する。  

 

６ その他の留意事項  

（１）組織的な指導体制 

① 一部の教職員や特定の教職員が抱え込むのではなく、「いじめ防止対策

委員会」で情報を共有し、組織的に対応する。 

② いじめがあった場合の円滑な組織的な対処ができるよう、平素からこれ

らの対応のあり方について、確認し、すべての教職員で共通理解を図って

おく。  

 

（２）いじめ防止に関する年間の取組  

いじめ防止に関する教職員・生徒の取組は、次の表の通りである。  

 月                         取 組 内 容  

 ４  

 

 

 

★「いじめ防止強化月間」 

○生徒指導に関する校内職員研修の実施  

○いじめ防止基本方針についての共通理解を図る  

○いじめ防止対策委員会の開催  

○アンケート調査の実施 （いじめ・教育相談併用アンケート） 

○教育相談週間の実施 



○「いじめを許さない宣言」 

（※いじめに対する学級ごとの標語作成と発表、いじめゼロ宣言の採択） 

 ５  ○いじめ防止対策委員会の開催 

◯学校運営懇談会① 

 ６  ○いじめ防止対策委員会の開催 

 ７  

 

 

○いじめ防止対策委員会の開催  

○学校評価（前期）の実施  

○学期末三者面談の実施  

 ８  ○生徒指導に関する校内職員研修の実施  

 ９  

 

 

○いじめ防止対策委員会の開催  

○アンケート調査の実施 （いじめ・教育相談併用アンケート） 

○教育相談週間の実施  

１０  ○いじめ防止対策委員会の開催  

１１  ○いじめ防止対策委員会の開催  

１２  

 

 

○いじめ防止対策委員会の開催  

○学校評価（後期）の実施  

○学期末三者面談の実施  

 １  

 

 

○いじめ防止対策委員会の開催  

○アンケート調査の実施（別紙：教育相談カード）  

○教育相談週間の実施 

◯学校運営懇談会②  

 ２  ○いじめ防止対策委員会の開催 

 ３  

 

○いじめ防止対策委員会の開催  

○次年度のいじめ防止基本方針の策定  

 

（３）教職員研修の充実  
① 年度当初に必ず「いじめ防止基本方針」及び「生徒指導体制」について

の共通理解を図り、教職員の異動等によって、教職員間の共通認識が形骸
化しないようにする。  

 
② 夏季休業を利用して、いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題につい

ての校内研修を行う。  
 
（４）学校評価と教員評価  

① 学校評価において、いじめの問題を扱うに当たって、いじめの有無や多
い・少ないのみを評価するのではなく、いじめの実態把握や具体的な取組
状況、達成状況が評価されるように留意し、その評価結果を踏まえて改善
に取り組んでいく。  

 
② 教員評価においては、いじめに係る項目を設定し、日頃からの生徒理解、

未然防止や早期発見、迅速かつ適切な対応などの対応状況について、評価
する。  

 
（５）家庭や地域との連携  

① 学校だよりや保護者会等を通して、「いじめ防止基本方針」に基づく、
取組状況を知らせたり、保護者へ啓発したりする。  

 
② 学校だより等を学校のホームページに随時アップしながら、地域住民の

学校の教育活動に対する理解を得ていく。 



 


